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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第19期 

第２四半期 

連結累計期間 

第20期 

第２四半期 

連結累計期間 

第19期 

第２四半期 

連結会計期間 

第20期 

第２四半期 

連結会計期間 
第19期 

会計期間 
自 平成22年１月１日

至 平成22年６月30日

自 平成23年１月１日

至 平成23年６月30日

自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30日

自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日 
自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日

売上高 （百万円） 80,268 89,246 43,149 42,201 166,481 

経常利益 （百万円） 2,660 2,931 1,485 1,120 5,645 

四半期(当期)純利益 （百万円） 1,847 1,859 1,082 769 3,270 

純資産額 （百万円） － － 19,067 20,874 19,770 

総資産額 （百万円） － － 59,278 63,472 62,787 

１株当たり純資産額 （円） － － 790.61 867.44 819.88 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

（円） 78.29 78.79 45.87 32.62 138.59 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 31.5 32.3 30.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △580 2,999 － － △1,068 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △1,689 △2,399 － － △3,043 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △1,173 △285 － － 716 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

（百万円） － － 5,988 5,769 5,526 

従業員数 （名） － － 7,482 8,012 7,609 
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 当第２四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社における状況 

平成23年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員については、臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成23年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 上記従業員以外の当社の関係会社への出向者は69人となっております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 8,012 

従業員数(名) 137 （12）
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第２ 【事業の状況】 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17

号 平成21年３月27日) および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第20号 平成20年３月21日) を適用しているため、前年同四半期比に関する情報は記載

しておりません。 

(1) 仕入実績   

 当第２四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額については、仕入価格により表示しております。 

２ 金額については、セグメント間の内部仕入高又は振替高を含んでおります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

 該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績   

 当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額については、セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

 

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同四半期比(％) 

電子（日本） 8,645 － 

電子（アジア） 25,328 － 

電子（欧州） 351 － 

電子（米州） 2,818 － 

その他 2,436 － 

合計 39,579 － 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％) 

電子（日本） 11,319 － 

電子（アジア） 31,313 － 

電子（欧州） 1,584 － 

電子（米州） 3,476 － 

その他 2,480 － 

合計 50,174 － 
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 当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な

変動等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ(当社および連結子

会社)が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間の経済環境を顧みますと、東日本大震災以降、大幅に落ち込んだわが国経

済は、サプライチェーンの復旧により自動車生産を中心に回復の動きが見られましたが、電力不足、原

発事故や復興財源調達といった問題が未だ解決されておらず、先行きに対する不透明感を払拭できない

状況が続きました。海外経済は、米国では、ガソリン価格の高騰や雇用回復の遅れから個人消費が伸び

悩み、景気は緩やかに減速しました。欧州では、主要国における景気回復が引続き堅調に進みました

が、一方で、一部の国では財政への懸念も消えておらず、景気回復のスピードは緩やかとなりました。

アジアでは、震災の影響が見られた国においても回復の兆しが見られ、全体としては好調に推移しまし

たが、同時に多くの国でインフレの懸念が高まりました。 

このような状況下、当社グループは、主にアジア地域において、デジタル家電機器、車載関連機器用

部材や家庭電気機器用部材の出荷が引続き好調を維持しましたが、震災の影響による部材調達の逼迫や

それに伴う生産調整から、一部の車載関連機器用部材の出荷が減少しました。この結果、当第２四半期

連結会計期間の売上高は422億１百万円となり、前年同期に比べて９億４千８百万円の減少（2.2％減）

となりました。営業利益は10億３千８百万円と、前年同期に比べて３億４千３百万円の減少（24.9％

減）となりました。また、経常利益は11億２千万円と、前年同期に比べて３億６千４百万円の減少

（24.5％減）となりました。四半期純利益は７億６千９百万円となり、前年同期に比べて３億１千２百

万円の減少（28.9％減）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末に比べ６億８千４百万円増加し、634億７千２百万円となりました。こ

れは主にたな卸資産の増加によるものです。 

負債につきましては、負債合計が前連結会計年度末に比べ４億１千９百万円減少し、425億９千８百

万円となりました。これは買掛金等の減少によるものです。 

また、純資産は前連結会計年度末に比べ11億４百万円増加し、208億７千４百万円となりました。こ

の結果、自己資本比率は、30.8％から32.3％に増加いたしました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動の結果、増加した現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、16億３千９百万円とな

りました。これは主に、仕入債務の減少額27億９千８百万円の減少要因がありましたが、税金等調整前

四半期純利益が11億３千１百万円となり、売上債権の減少額37億２千７百万円、減価償却費４億７千万

円の増加要因によるものです。なお、前年同四半期連結会計期間に比べ、営業活動によるキャッシュ・

フローは21億９千７百万円増加しております。 

投資活動の結果、減少した資金は、12億４千６百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取

得による支出８億９千３百万円、貸付けによる支出３億３千万円によるものです。なお、前年同四半期

連結会計期間に比べ、投資活動によるキャッシュ・フローは７億７千５百万円減少しております。 

財務活動の結果、減少した資金は、６億８千９百万円となりました。これは主に、長期借入による収

入５億５千万円に対し、短期借入金の純減少額９億５千２百万円、長期借入金の返済による支出２億６

千６百万円によるものです。なお、前年同四半期連結会計期間に比べ、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは９千７百万円減少しております。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの資金は、57億６千９百万円とな

り、前連結会計年度末と比べ、２億４千３百万円の増加（4.4％増）となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動として特筆すべき事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

１ 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。 

２ 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりであ

ります。なお、新たに確定した重要な除却等の計画はありません。 

 
  

会社名 事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

投資予定額 
(百万円) 資金調達 

方法 着手年月 完了予定 
年月 

完成後の 
増加能力 

総額 既支払額

PT SIIX  
Electronics 
Indonesia 

本社 
(インドネシア
バタム島) 

電子(アジア) 生産設備 358 ─ 借入金 平成23年 
８月 

平成23年 
８月 

生産能力 
10％増加 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年８月11日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 25,200,000 25,200,000 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数100株 

計 25,200,000 25,200,000 ─ ─ 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

─ 25,200,000 ─ 2,144 ─ 1,853 
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(6) 【大株主の状況】 

平成23年６月30日現在 

 
（注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)           1,947千株 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)         1,727千株 

     野村信託銀行株式会社(投信口)                    382千株 

   ２ 上記のほか当社所有の自己株式1,600千株(6.35％)があります。 

  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

サカタインクス株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１丁目23－37 5,906 23.44 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,394 9.50 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,057 8.17 

有限会社フォーティ・シックス 兵庫県神戸市灘区篠原北町４丁目11－10 1,100 4.37 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 1,077 4.28 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 997 3.96 

村 井 史 郎 兵庫県神戸市灘区 700 2.78 

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 382 1.52 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 360 1.43 

CREDIT SUISSE SECURITIES (EUROPE) 
LIMITED PB SEC INT NON-TR CLIENT 
(常代 クレディ・スイス証券株式会社) 

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ 
（東京都港区六本木１丁目６番１号 
 泉ガーデンタワー） 

340 1.35 

計 ― 15,316 60.78 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年６月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式64株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年６月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式等）  － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

－ － 
 普通株式 1,600,300 

完全議決権株式（その他）  普通株式 23,597,600 235,976 
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

単元未満株式  普通株式 2,100 － 
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

発行済株式総数  25,200,000 － － 

総株主の議決権  － 235,976 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
シークス株式会社 

大阪市中央区備後町 
一丁目４番９号 1,600,300 － 1,600,300 6.35 

計 － 1,600,300 － 1,600,300 6.35 

２ 【株価の推移】

月別 
平成23年 
１月 

 
２月 

 
３月 

 
４月 

 
５月 

 
６月 

最高(円) 1,100 1,200 1,316 1,161 1,280 1,269 

最低(円) 962 983 822 1,025 1,065 1,173 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで) 及び前第２四半期連

結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで) は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで) 及び当第２四半期連結累

計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで) は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月

１日から平成22年６月30日まで) 及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30

日まで) に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６

月30日まで) 及び当第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで) に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,787 5,543

受取手形及び売掛金 26,319 27,635

商品及び製品 11,622 10,514

仕掛品 774 616

原材料及び貯蔵品 2,003 2,316

その他 1,612 1,348

貸倒引当金 △63 △61

流動資産合計 48,056 47,912

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,082 4,193

機械装置及び運搬具（純額） 3,482 2,852

土地 2,169 2,182

その他（純額） 563 396

有形固定資産合計 ※  10,298 ※  9,624

無形固定資産 813 845

投資その他の資産   

投資有価証券 2,895 2,975

出資金 479 501

その他 1,322 1,329

貸倒引当金 △394 △401

投資その他の資産合計 4,303 4,404

固定資産合計 15,415 14,874

資産合計 63,472 62,787
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 23,869 24,018

短期借入金 11,339 11,137

未払法人税等 831 673

その他 2,385 3,137

流動負債合計 38,426 38,966

固定負債   

長期借入金 2,454 2,496

退職給付引当金 81 71

その他 1,636 1,483

固定負債合計 4,171 4,050

負債合計 42,598 43,017

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,144 2,144

資本剰余金 1,853 1,853

利益剰余金 20,918 19,388

自己株式 △677 △677

株主資本合計 24,237 22,708

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 849 1,003

繰延ヘッジ損益 6 16

為替換算調整勘定 △4,621 △4,379

評価・換算差額等合計 △3,766 △3,359

少数株主持分 403 421

純資産合計 20,874 19,770

負債純資産合計 63,472 62,787
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 80,268 89,246

売上原価 74,840 83,603

売上総利益 5,428 5,643

販売費及び一般管理費 ※  2,940 ※  3,022

営業利益 2,488 2,621

営業外収益   

受取利息 17 15

受取配当金 17 35

負ののれん償却額 19 19

不動産賃貸料 39 36

持分法による投資利益 75 82

為替差益 25 49

その他 77 186

営業外収益合計 271 423

営業外費用   

支払利息 75 92

その他 24 20

営業外費用合計 99 112

経常利益 2,660 2,931

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 1

固定資産売却益 4 5

特別利益合計 5 6

特別損失   

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益 2,665 2,937

法人税、住民税及び事業税 751 931

法人税等調整額 26 79

法人税等合計 777 1,011

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,926

少数株主利益 40 66

四半期純利益 1,847 1,859
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 43,149 42,201

売上原価 40,258 39,628

売上総利益 2,891 2,572

販売費及び一般管理費 ※  1,508 ※  1,533

営業利益 1,382 1,038

営業外収益   

受取利息 9 7

受取配当金 16 34

負ののれん償却額 9 9

不動産賃貸料 20 17

持分法による投資利益 36 43

為替差益 24 －

その他 36 56

営業外収益合計 153 168

営業外費用   

支払利息 39 47

為替差損 － 30

その他 11 8

営業外費用合計 50 86

経常利益 1,485 1,120

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 6

固定資産売却益 3 4

特別利益合計 4 10

特別損失   

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 1,489 1,131

法人税、住民税及び事業税 348 325

法人税等調整額 39 8

法人税等合計 388 333

少数株主損益調整前四半期純利益 － 797

少数株主利益 18 28

四半期純利益 1,082 769
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,665 2,937

減価償却費 859 929

負ののれん償却額 △19 △19

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15 2

受取利息及び受取配当金 △34 △51

支払利息 75 92

為替差損益（△は益） △0 △24

持分法による投資損益（△は益） △75 △82

売上債権の増減額（△は増加） △5,452 936

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,404 △1,116

未収消費税等の増減額（△は増加） △79 203

仕入債務の増減額（△は減少） 4,313 312

前受金の増減額（△は減少） 78 △359

その他 156 △25

小計 99 3,735

利息及び配当金の受取額 34 96

利息の支払額 △63 △86

法人税等の支払額 △649 △746

営業活動によるキャッシュ・フロー △580 2,999

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △882 △1,879

有形固定資産の売却による収入 15 13

無形固定資産の取得による支出 △97 △93

投資有価証券の取得による支出 － △101

投資有価証券の売却による収入 67 －

貸付けによる支出 △770 △340

貸付金の回収による収入 0 1

関係会社出資金の払込による支出 △23 －

子会社株式の取得による支出 △80 －

子会社の清算による収入 96 －

その他 △15 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,689 △2,399

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △960 108

長期借入れによる収入 600 550

長期借入金の返済による支出 △477 △532

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △188 △329

少数株主への配当金の支払額 △80 △81

その他 △65 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,173 △285

現金及び現金同等物に係る換算差額 △42 △71

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,485 243

現金及び現金同等物の期首残高 9,474 5,526

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,988 ※  5,769
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【表示方法の変更】 

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日) 

 (四半期連結損益計算書関係) 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日) にもとづく財務諸表等規則等の
一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号) の適用により、当第２四半期連結累計期間では、
「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

 (四半期連結損益計算書関係) 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日) にもとづく財務諸表等規則等の
一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号) の適用により、当第２四半期連結会計期間では、
「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日) 

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 
 国内連結会社において、当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著
しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しておりま
す。 

 

２ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法
 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生
状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ
ンニングを利用する方法によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日) 

※ 有形固定資産の減価償却累計額  11,018百万円  ※ 有形固定資産の減価償却累計額  10,405百万円  
 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額
は、次のとおりであります。 

給与及び手当 1,077百万円 

退職給付費用 45百万円 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額
は、次のとおりであります。 

給与及び手当 1,061百万円 

退職給付費用 54百万円 
 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額
は、次のとおりであります。 

給与及び手当 542百万円 

退職給付費用 22百万円 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額
は、次のとおりであります。 

給与及び手当 537百万円 

退職給付費用 28百万円 
 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,005百万円 

預入期間が３か月超の定期預金 △17百万円 

現金及び現金同等物 5,988百万円 

現金及び預金勘定 5,787百万円 

預入期間が３か月超の定期預金 △17百万円 

現金及び現金同等物 5,769百万円 
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日

至 平成23年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

 
  

４ 株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

株式の種類 
当第２四半期 

連結会計期間末(株) 

 普通株式 25,200,000 

株式の種類 
当第２四半期 

連結会計期間末(株) 

 普通株式 1,600,364 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成23年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 330百万円 14円00銭 平成22年12月31日 平成23年３月31日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成23年８月10日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 330百万円 14円00銭 平成23年６月30日 平成23年９月１日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
(注) １ 事業の区分は、商品系列区分によっております。 

２ 各事業部門の主要取扱品目 

   

 
電子部門 
(百万円) 

機械部門 
(百万円) 

その他部門 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1)外部顧客に 
対する売上高 40,319 2,729 100 43,149 － 43,149 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ 90 － 90 (90) － 

計 40,319 2,820 100 43,240 (90) 43,149 

営業利益 1,724 7 4 1,736 (354) 1,382 

 
電子部門 
(百万円) 

機械部門 
(百万円) 

その他部門 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1)外部顧客に 
対する売上高 75,118 4,936 214 80,268 － 80,268 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ 632 － 632 (632) － 

計 75,118 5,568 214 80,901 (632) 80,268 

営業利益 3,159 21 5 3,186 (698) 2,488 

部門 主要取扱品目 

電子部門 

下記分野における完成品・組立品・基板実装品・部品単体・キット等 
 通信機器 (携帯電話用液晶モジュール・携帯電話用カメラモジュール等) 、
車載関連機器 (カーオーディオ・メーター・フロントパネル等) 、情報機器 
 (スキャナー・プリンター・周辺機器等) 、家庭電気機器 (デジタル家電・ 
薄型テレビ・エアコン・健康器具等) 、産業機器 (エンジン点火装置・業務 
用AV機器等) 、一般電子部品など 

機械部門 ワイヤーハーネス部材、オートバイ用部材、スパークプラグ等電装品、設備機 
械および関連部品 

その他部門 印刷インキ、化成品、雑貨、その他 
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【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
(注) 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

   国または地域の区分の方法   ・・・・地理的近接度によっております。 

   各区分に属する主な国または地域・・・・アジア ：中国、台湾、シンガポール、タイ、フィリピ 

                           ン、インドネシア 

                      欧州  ：ドイツ、スロバキア 

                      米州  ：アメリカ 

  

 
国内 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に 
対する売上高 10,717 28,444 1,060 2,927 43,149 － 43,149 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 5,023 2,512 153 825 8,514 (8,514) － 

計 15,740 30,956 1,214 3,753 51,664 (8,514) 43,149 

営業利益又は営業損失(△) 404 1,262 △25 99 1,741 (359) 1,382 

 
国内 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に 
対する売上高 20,192 52,277 2,180 5,618 80,268 － 80,268 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 10,438 4,869 296 1,535 17,140 (17,140) － 

計 30,630 57,147 2,476 7,154 97,409 (17,140) 80,268 

営業利益又は営業損失(△) 817 2,329 △149 202 3,198 (710) 2,488 

― 21 ―



  
【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 

  

 
(注) 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

   国または地域の区分の方法   ・・・・地理的近接度によっております。 

   各区分に属する主な国または地域・・・・アジア ：中国、台湾、シンガポール、タイ、フィリピン、 

                           インドネシア 

                      欧州  ：ルーマニア、チェコ、ドイツ、フランス 

                      北米  ：アメリカ 

                      その他 ：中南米、オセアニア 

  

 アジア 欧州 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 27,795 1,732 2,552 877 32,958 

Ⅱ 連結売上高（百万円）  43,149 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 64.4 4.0 5.9 2.0 76.4 

 アジア 欧州 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 49,920 3,485 5,008 1,787 60,202 

Ⅱ 連結売上高（百万円）  80,268 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 62.2 4.3 6.2 2.2 75.0 

― 22 ―



  
【セグメント情報】 

１ 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。 

当社グループは、主に通信機器、車載関連機器、情報機器、家庭電気機器、産業機器、一般電子機器・

デバイス等に係る完成品、組立品、基板実装品、部品単体・キット等を調達、製造および販売しており、

国内においては当社および独立した法人が、海外においてはアジア、欧州、米州の各地域を複数の独立し

た現地法人がそれぞれ担当しております。 

各法人はそれぞれ独立した経営単位であり、顧客企業の海外事業展開に対応するため、取り扱う製品お

よび商品について各地域の市場特性に応じた包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社グループは上記の観点から「電子(日本)」、「電子(アジア)」、「電子(欧州)」および

「電子(米州)」の４つを報告セグメントとしております。 

  
２ 報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日） 

（単位：百万円） 

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれないセグメントであり、主要な製品および商品はワイヤーハーネ

ス部材、オートバイ用部材、設備機械および印刷インキ等であります。 

  

当第２四半期連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

（単位：百万円） 

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれないセグメントであり、主要な製品および商品はワイヤーハーネ

ス部材、オートバイ用部材、設備機械および印刷インキ等であります。 

  

 
報告セグメント

その他 
(注)

合計
電子 
(日本)

電子
(アジア)

電子
(欧州)

電子
(米州)

計

売上高     

  外部顧客への売上高 13,738 62,353 2,785 5,562 84,439 4,807 89,246 

  セグメント間の内部 
売上高又は振替高 9,420 3,872 216 1,748 15,259 756 16,015 

計 23,158 66,225 3,002 7,311 99,698 5,564 105,262 

セグメント利益 
又は損失（△） 530 2,536 △96 287 3,257 31 3,288 

 
報告セグメント

その他 
(注)

合計
電子 
(日本)

電子
(アジア)

電子
(欧州)

電子
(米州)

計

売上高     

  外部顧客への売上高 6,690 29,265 1,459 2,624 40,040 2,161 42,201 

  セグメント間の内部 
売上高又は振替高 4,629 2,048 125 851 7,654 318 7,972 

計 11,319 31,313 1,584 3,476 47,694 2,480 50,174 

セグメント利益 
又は損失（△） 232 1,088 △60 121 1,381 15 1,396 
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３ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項） 

当第２四半期連結累計期間（自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日） 

（単位：百万円） 

 
(注) 全社費用の主なものは、報告セグメントに帰属しない親会社の本社関連の総務部、経理部等管理部門に係る費

用であります。 

  

当第２四半期連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

（単位：百万円） 

 
(注) 全社費用の主なものは、報告セグメントに帰属しない親会社の本社関連の総務部、経理部等管理部門に係る費

用であります。 

  

(追加情報) 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日) および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日) を適用しております。 

  

利    益 金    額

報告セグメント計 3,257 

「その他」の区分の利益 31 

セグメント間取引消去 30 

全社費用(注) △698

四半期連結損益計算書の営業利益 2,621 

利    益 金    額

報告セグメント計 1,381 

「その他」の区分の利益 15 

セグメント間取引消去 △0

全社費用(注) △357

四半期連結損益計算書の営業利益 1,038 

― 24 ―



  
(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２  １株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日) 

１株当たり純資産額 867円44銭 １株当たり純資産額 819円88銭 
 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

   なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 78円29銭 
   なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 78円79銭 

 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,847 1,859 

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,847 1,859 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,599 23,599 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日)

   なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 45円87銭
   なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 32円62銭

 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,082 769 

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,082 769 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,599 23,599 
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 第20期(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで) 中間配当については、平成23年８月10日開催

の取締役会において、平成23年６月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議しました。 

 
  

２ 【その他】

① 配当金の総額 330百万円 

② １株当たりの金額 14円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年９月１日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年８月12日

シークス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシ

ークス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成

22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シークス株式会社及び連結子会社の平成22

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    米  林     彰    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    原  田  大  輔    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    中  嶋     歩    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年８月11日

シークス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシ

ークス株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成

23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シークス株式会社及び連結子会社の平成23

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    原  田  大  輔    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    松  山  和  弘    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    黒  川  智  哉    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成23年８月11日 

【会社名】 シークス株式会社 

【英訳名】 SIIX Corp. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 村 瀬 漢 章 

【最高財務責任者の役職氏名】        ─ 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区備後町一丁目４番９号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長 村瀬漢章は、当社の第20期第２四半期(自 平成23年４月１日 至 平成23年６

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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